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令和 2 年度事業計画

Ⅰ．令和2年度活動理念

『地域の発展と活力ある公益社団法人を目指して』
（1）公益法人制度に適合した、更なる組織基盤の整備充実
（2）地域企業支援のためのサービス機能の充実
（3）地域社会の発展のため、連携・協調による地域社会貢

献活動の展開

Ⅱ．基本方針

1．税務行政への協力
税務当局との連絡・協調を保ち、あらゆる機会を通じ
て納税者と税務当局との相互理解の醸成に努め、ま
た、広く税務知識の普及を通じて納税道義の高揚を図
り、公正な税制と円滑な税務行政に寄与する。さらに、
e-Tax・eLTax普及のための方策を検討し利用率の向上、
租税教室の開催・推進並びに講師要請に努めます。

2．税負担の合理化
中小企業の税負担の軽減と合理・簡素化及び適正公平
な税制確立のため、会員の要望意見を集め、税制の研
究に努め税制改正要望事項の達成を期します。

3．記帳と経理知識の普及
企業経営の健全化並びにその発展向上のため、経営、
経理及び税務に関する講習会、研修会等の事業活動を
積極的に行うとともに、誠実な記帳、適正な申告の普
及と指導に努めます。

4．公益と社会貢献
健全な納税者団体として、事業の公益性と社会貢献度
を高めると共に、組織の一層の充実・強化を図り、納
税者の各種事業への参加、新規加入会員の増加を推進
し、公益法人としての社会的使命を果たすことに努め
ます。さらに公益法人制度改革の要請する要件を充た
し民間が担う公共の目的を果たすべく取り組みます。

5．会務運営の円滑化
会務運営の基本に従い、法人会組織の検討と魅力ある
活動の展開、とくに会員相互の情報交流を図ること
により会務を円滑に運営します。 

今期予算理事会は新型コロナウイルス感染拡大予防対策の為、書面決議とし、全理事・監事の皆様方に
ご同意を頂き、令和2年度の事業計画案、収支予算案等は定款31条2項により承認されました。
以下に令和2年度事業計画の概要について掲載いたします。

Ⅲ．主要事業計画

1．税知識の普及を目的とする事業
（1）租税教育事業
（2）源泉税務研修会
（3）年末調整説明会
（4）新設法人説明会
（5）決算法人説明会
（6）税に関する実務講座

　
2．納税意識の高揚を目的とする事業

「税を考える週間」特別講演会
親子租税教室
北区「区民まつり」への参画と税の啓発活動
税務相談・法律相談
税に関する絵はがきコンクール
納税表彰式
広報誌発行
ホームページによる納税意識の高揚・啓発と税情報の発信

　
3．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業

法人会全国大会への提言と参画
全国女性フォーラム
全国青年の集い

　
4．地域企業の健全な発展を目的とする事業

経営・事業活動に関する講座・セミナー
簿記講習会

　
5．地域社会への貢献を目的とする事業

地区合同研修会
健康増進ウォーキング
味噌作り講習会
地域盆踊り大会への参加
節電を進める「いちごプロジェクト」への取り組み
女性・青年部会合同講演会
女性部会寄付活動
青年部会エコキャップ回収活動
青年部会東日本大震災チャリティ募金活動

　
6．収益を伴う会員のための福利厚生事業
　
7．会員支援のための親睦・交流等福利厚生に関する事業
　
8．その他本会の目的を達成するために必要な各種団体へ
の協力事業
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■オープンイノベーションに係る措置の創設
　青色申告書を提出し、自らの経営資源以外の経営
資源を活用し高い生産性が見込まれる事業を行う法
人が、令和2年4月1日から令和4年3月31日までの間
に、経済産業大臣の証明を受けた一定の企業の株式
を取得し所有している場合に、取得価額の25％を限
度として損金算入できる制度です。
　保有しているだけで取得価額の25％相当を損金算
入できるという点が特徴ですが、売却した場合や配当
を受けた場合に、取崩し事由となるので注意が必要
です。中小企業者は1,000万円以上の払込から、中小
企業者以外は1億円以上の払込から、外国法人への
投資の場合は5億円以上の払込から、となっています。

■5G（第5世代移動通信システム）投資促進税制の創設
　青色申告法人で、特定高度情報通信等システム導
入事業者に該当するものが、特定高度情報通信等シ
ステムの普及の促進に関する法律の施行日から令和
4年3月31日までの間に、特定高度情報通信用認定
等設備の取得をして、事業の用に供した場合には、そ
の取得価額の30％の特別償却または15％の税額控
除が選択できる制度です。

■連結納税制度の見直し
　連結納税制度は、連結親法人と子法人など企業グ
ループの損益を通算できるメリットがある制度です。
そのメリットはそのままに、グループ通算制度として、
その仕組が令和4年4月1日以後開始する事業年度
から変更になります。
　従来は、親法人が子法人の所得も含めて代表して
申告し、修正申告などの際に必ず親法人が行う必要
があるため親法人に負担のかかる制度でした。グ
ループ通算制度では、グループ法人間で損益通算を
した上で、各法人が法人税の申告を行う仕組みとな
ります。

■交際費税制
　交際費の損金不算入制度について、その適用期
限が2年延長されるとともに、中小法人が年間800
万円の交際費まで損金算入できる制度についても2
年延長されます。
　接待飲食費の50％について損金算入を認める制
度も2年延長されますが、資本金等の額が100億円
を超える法人については、接待飲食費の50％につい
て損金算入を認める制度から除外され、適用できな
いこととなります。

■企業版ふるさと納税の拡充
　認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄
附をした場合の法人税額の特別控除について、適用
期限が5年延長されます。また、従来の企業版ふるさ
と納税では、寄附金が損金算入されることに加え税
額控除で実質40％の会社負担であったのが、税額控
除の限度額が大きくなり会社負担は10％となります。

■■投資要件の厳格化
　大企業において、研究開発税制を適用する際に、
国内設備投資額が当期償却費総額の10％を超える
こととする要件は、30％を超えることとする要件に
厳格化されます。また、大企業の給与等の引上げ及
び設備投資を行った場合等の税額控除について、適
用年度の国内設備投資額が当期償却費の90％以上
とする要件について、95％以上へと厳格化されます。
　いずれも、設備投資を積極的に行わない場合は、
税の優遇を受けられないとする取扱いで、積極的な
投資への後押しする趣旨の改正です。

■少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置
　中小企業者等が、取得価額が30万円未満である
減価償却資産を取得などして事業の用に供した場合
に、一定の要件のもとに、その取得価額に相当する
金額を損金の額に算入できる制度が、2年延長され
ます。

■ＮＩＳＡ制度の改正
　未成年者が利用可能なジュニアＮＩＳＡは、口座開
設可能期間が予定通り令和5年12月31日までで、
終了されることになりましたが、つみたてＮＩＳＡの勘
定設定期間は、令和24年12月31日まで、延長され
ることになりました。
　一般ＮISAについては、令和5年12月31日までで、年
間120万円まで投資できる制度は終了します。令和6 
年以降は①年間20万円までの投資信託への投資枠と、
②年間102万円までの上場株式への投資枠の2階建
ての構造になり、②の上場株式への投資を行うために
は、その前提として①の投資信託への投資を行うこと
が必要となります。投資信託への投資枠については、そ
の後つみたてＮＩＳＡへ移行することが可能となります。

■未婚のひとり親に対する所得控除
　未婚のひとり親の場合でも、①生計を一にする総
所得金額等の合計額が48万円以下の子がいる場合
で、②親の合計所得金額が500万円以下である場合
は、35万円の所得控除が認められることになります。

　また、寡婦（寡夫）控除について、未婚のひとり親に
対する所得控除と要件を同じくして、控除額が35万
円に引き上げられます。従来の特例は廃止されるこ
とになりました。いずれも、令和2年分の所得税から
適用されます。

■国外中古建物の不動産所得に係る損益通算の特例
　の創設
　個人が令和3年以後、国外中古建物から生ずる不
動産所得を有する場合に、国外不動産所得の損失が
ある場合には、国外中古建物の償却費に相当する部
分は生じなかったものとみなされます。
　国外の中古建物を購入して、中古建物に関する償
却費を計上することで、赤字を作り、他の所得と通算
することによる節税防止策です。

■低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の
　特別控除制度の創設
　個人が、都市計画区域内にある低未利用土地又は
その上に存する権利について、市区町村の長による
確認がなされたもので、取得日から売却したその年
の1月1日に所有期間が5年を超えるものを譲渡した
場合に、長期譲渡所得の金額から100万円を控除で
きる制度が創設されます。なお、譲渡対価の額は
500万円以下であることが条件となります。
　土地基本法等の一部を改正する法律の施行日か
令和2年7月1日のいずれか遅い日から、令和4年12
月31日までの特例です。

■法人に係る消費税の申告期限の延長
　法人税の確定申告書の提出期限の延長特例の適
用を受ける法人が、消費税の確定申告書の提出期限
を延長する旨の届出書を提出することで、その提出
した日の属する事業年度以後の各事業年度の末日
の属する課税期間に係る消費税の確定申告書の提
出期限が1ヶ月延長されます。
　この改正は、令和3年3月31日以後に終了する事
業年度の末日の属する課税期間から適用されます。
申告期限の延長に伴い、延長された期間の消費税の
納付については、その延長された期間に係る利子税
を納付することになります。
　法人税については、申告期限の延長が認められて
いましたが、消費税については延長の特例が存在し
ないため、先行して消費税の確定申告をするという
難しいスケジュールが必要とされていました。法人会
を含めた各界からの要望により改正が実現しました。

■居住用賃貸建物の取得に係る消費税の仕入税額控
　除制度
　居住用賃貸建物として利用される可能性のある
建物で、取得価額1,000万円以上のものについては、
仕入税額控除の適用が認められないこととなります。
ただし、取得の年度から3年間の間に住宅の貸付以
外の貸付を行った場合や、譲渡した場合には、調整
計算が行われ、課税売上に対応する部分については、
税額控除が受けられる仕組みとなります。
　従来の制度では、いったん課税仕入を認めた上で、
課税売上割合に変動があるような場合に調整される
仕組みでした。ところが、居住用賃貸建物のように本
来は非課税売上のために取得する場合でも、金地金
の売買などにより課税売上割合を意図的に高めるこ
とで、全額控除できてしまうという問題点があったた
め、それを防止する趣旨での改正となりました。

　令和2年10月1日以後に仕入を行った居住用賃貸
建物から適用されます。ただし、令和2年3月31日ま
でに契約している場合は、この制度は適用とならず、
従来どおりの取扱いとなります。

■住宅の貸付けに係る契約において貸付けの用途が
　明らかでない場合の取扱い
　住宅の貸付に係る契約で、貸付けの用途が明らか
でない場合であっても、その貸付けの用に供する建
物の状況等から居住の用に供することが明らかな貸
付けについては、消費税は非課税となります。
　従来は、契約書で居住用であることが明らかであ
る場合のみ非課税として取り扱われてきましたが、
契約上明確でない場合は、実態により判断すること
になりました。居住用賃貸建物に関する特例を外す
ために、居住用と明記しないケースなどに対応した
ものと考えられます。令和2年4月1日以後に行われ
る貸付について、適用されます。

■高額特定資産の取得をした場合の特例の見直し
　高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制
度及び簡易課税制度への適用制限をする措置の対
象に、高額特定資産である棚卸資産が納税義務の免
除を受けないこととなった場合の棚卸資産に係る消
費税額の調整措置の適用を受けた場合も加えられ
ることになります。令和2年4月1日以後に、棚卸資産
の調整を受けた場合に適用されます。

■子会社からの配当と子会社株式の譲渡を組み合わ
　せた租税回避への対応
　特定関係子法人から受ける配当等が株式等の簿
価の10％を超える場合に、益金不算入相当額を、そ
の株式等の簿価から引き下げることになりました。
　受取配当金の益金不算入を利用した上で、譲渡
損を計上するスキームが利用できなくなります。

■振替納税の通知依頼及びダイレクト納付の利用届出
　の電子化
　振替納税の通知依頼及びダイレクト納付の利用
届出について、e-Taxにより申請を行うことを可能と
するとともに、その際に電子署名及び電子証明書の
送信が不要となります。令和3年1月1日以後の申請
から適用できます。

■納税地の異動があった場合の振替納税手続の簡素化
　振替納税を利用している個人が、他の税務署管内
へ異動した場合に、納税地の異動届出書に、異動後
も従前の金融機関から振替納税を行う旨を記載した
ときは、異動後も継続して振替納税が利用可能とな
ります。令和3年1月1日以後に提出する、異動届出
書から適用されます。

☆記事内容についてのお問合せは…
ＴＳＫ税理士法人
税理士　飯田 聡一郎
TEL： 03-5363-5958
FAX： 03-5363-5449
HP: http://www.iida-office.jp/

法人税関係

所得税・住民税関係

消費税関係

その他

国際課税

東京法人会連合会

　政府は、令和元年12月20日に令和2年度税制改正大綱を閣議決定しました。
　法人会が提言していた、交際費課税の特例措置及び少額減価償却資産の取得価額の損金
算入の特例措置の期限が2年延長され、軽減税率制度が導入された消費税の確定申告書の
提出期限についても、1ヶ月の延長などが実現しました。主な内容をお知らせします。

中小企業に対する交際費課税特例措置の2年延長と
消費税の確定申告書提出期限の1ヶ月延長が実現！

令和2年度 税制改正大綱
－法人会の税制改正提言－
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附をした場合の法人税額の特別控除について、適用
期限が5年延長されます。また、従来の企業版ふるさ
と納税では、寄附金が損金算入されることに加え税
額控除で実質40％の会社負担であったのが、税額控
除の限度額が大きくなり会社負担は10％となります。

■■投資要件の厳格化
　大企業において、研究開発税制を適用する際に、
国内設備投資額が当期償却費総額の10％を超える
こととする要件は、30％を超えることとする要件に
厳格化されます。また、大企業の給与等の引上げ及
び設備投資を行った場合等の税額控除について、適
用年度の国内設備投資額が当期償却費の90％以上
とする要件について、95％以上へと厳格化されます。
　いずれも、設備投資を積極的に行わない場合は、
税の優遇を受けられないとする取扱いで、積極的な
投資への後押しする趣旨の改正です。

■少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置
　中小企業者等が、取得価額が30万円未満である
減価償却資産を取得などして事業の用に供した場合
に、一定の要件のもとに、その取得価額に相当する
金額を損金の額に算入できる制度が、2年延長され
ます。

■ＮＩＳＡ制度の改正
　未成年者が利用可能なジュニアＮＩＳＡは、口座開
設可能期間が予定通り令和5年12月31日までで、
終了されることになりましたが、つみたてＮＩＳＡの勘
定設定期間は、令和24年12月31日まで、延長され
ることになりました。
　一般ＮISAについては、令和5年12月31日までで、年
間120万円まで投資できる制度は終了します。令和6 
年以降は①年間20万円までの投資信託への投資枠と、
②年間102万円までの上場株式への投資枠の2階建
ての構造になり、②の上場株式への投資を行うために
は、その前提として①の投資信託への投資を行うこと
が必要となります。投資信託への投資枠については、そ
の後つみたてＮＩＳＡへ移行することが可能となります。

■未婚のひとり親に対する所得控除
　未婚のひとり親の場合でも、①生計を一にする総
所得金額等の合計額が48万円以下の子がいる場合
で、②親の合計所得金額が500万円以下である場合
は、35万円の所得控除が認められることになります。

　また、寡婦（寡夫）控除について、未婚のひとり親に
対する所得控除と要件を同じくして、控除額が35万
円に引き上げられます。従来の特例は廃止されるこ
とになりました。いずれも、令和2年分の所得税から
適用されます。

■国外中古建物の不動産所得に係る損益通算の特例
　の創設
　個人が令和3年以後、国外中古建物から生ずる不
動産所得を有する場合に、国外不動産所得の損失が
ある場合には、国外中古建物の償却費に相当する部
分は生じなかったものとみなされます。
　国外の中古建物を購入して、中古建物に関する償
却費を計上することで、赤字を作り、他の所得と通算
することによる節税防止策です。

■低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の
　特別控除制度の創設
　個人が、都市計画区域内にある低未利用土地又は
その上に存する権利について、市区町村の長による
確認がなされたもので、取得日から売却したその年
の1月1日に所有期間が5年を超えるものを譲渡した
場合に、長期譲渡所得の金額から100万円を控除で
きる制度が創設されます。なお、譲渡対価の額は
500万円以下であることが条件となります。
　土地基本法等の一部を改正する法律の施行日か
令和2年7月1日のいずれか遅い日から、令和4年12
月31日までの特例です。

■法人に係る消費税の申告期限の延長
　法人税の確定申告書の提出期限の延長特例の適
用を受ける法人が、消費税の確定申告書の提出期限
を延長する旨の届出書を提出することで、その提出
した日の属する事業年度以後の各事業年度の末日
の属する課税期間に係る消費税の確定申告書の提
出期限が1ヶ月延長されます。
　この改正は、令和3年3月31日以後に終了する事
業年度の末日の属する課税期間から適用されます。
申告期限の延長に伴い、延長された期間の消費税の
納付については、その延長された期間に係る利子税
を納付することになります。
　法人税については、申告期限の延長が認められて
いましたが、消費税については延長の特例が存在し
ないため、先行して消費税の確定申告をするという
難しいスケジュールが必要とされていました。法人会
を含めた各界からの要望により改正が実現しました。

■居住用賃貸建物の取得に係る消費税の仕入税額控
　除制度
　居住用賃貸建物として利用される可能性のある
建物で、取得価額1,000万円以上のものについては、
仕入税額控除の適用が認められないこととなります。
ただし、取得の年度から3年間の間に住宅の貸付以
外の貸付を行った場合や、譲渡した場合には、調整
計算が行われ、課税売上に対応する部分については、
税額控除が受けられる仕組みとなります。
　従来の制度では、いったん課税仕入を認めた上で、
課税売上割合に変動があるような場合に調整される
仕組みでした。ところが、居住用賃貸建物のように本
来は非課税売上のために取得する場合でも、金地金
の売買などにより課税売上割合を意図的に高めるこ
とで、全額控除できてしまうという問題点があったた
め、それを防止する趣旨での改正となりました。

　令和2年10月1日以後に仕入を行った居住用賃貸
建物から適用されます。ただし、令和2年3月31日ま
でに契約している場合は、この制度は適用とならず、
従来どおりの取扱いとなります。

■住宅の貸付けに係る契約において貸付けの用途が
　明らかでない場合の取扱い
　住宅の貸付に係る契約で、貸付けの用途が明らか
でない場合であっても、その貸付けの用に供する建
物の状況等から居住の用に供することが明らかな貸
付けについては、消費税は非課税となります。
　従来は、契約書で居住用であることが明らかであ
る場合のみ非課税として取り扱われてきましたが、
契約上明確でない場合は、実態により判断すること
になりました。居住用賃貸建物に関する特例を外す
ために、居住用と明記しないケースなどに対応した
ものと考えられます。令和2年4月1日以後に行われ
る貸付について、適用されます。

■高額特定資産の取得をした場合の特例の見直し
　高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制
度及び簡易課税制度への適用制限をする措置の対
象に、高額特定資産である棚卸資産が納税義務の免
除を受けないこととなった場合の棚卸資産に係る消
費税額の調整措置の適用を受けた場合も加えられ
ることになります。令和2年4月1日以後に、棚卸資産
の調整を受けた場合に適用されます。

■子会社からの配当と子会社株式の譲渡を組み合わ
　せた租税回避への対応
　特定関係子法人から受ける配当等が株式等の簿
価の10％を超える場合に、益金不算入相当額を、そ
の株式等の簿価から引き下げることになりました。
　受取配当金の益金不算入を利用した上で、譲渡
損を計上するスキームが利用できなくなります。

■振替納税の通知依頼及びダイレクト納付の利用届出
　の電子化
　振替納税の通知依頼及びダイレクト納付の利用
届出について、e-Taxにより申請を行うことを可能と
するとともに、その際に電子署名及び電子証明書の
送信が不要となります。令和3年1月1日以後の申請
から適用できます。

■納税地の異動があった場合の振替納税手続の簡素化
　振替納税を利用している個人が、他の税務署管内
へ異動した場合に、納税地の異動届出書に、異動後
も従前の金融機関から振替納税を行う旨を記載した
ときは、異動後も継続して振替納税が利用可能とな
ります。令和3年1月1日以後に提出する、異動届出
書から適用されます。

☆記事内容についてのお問合せは…
ＴＳＫ税理士法人
税理士　飯田 聡一郎
TEL： 03-5363-5958
FAX： 03-5363-5449
HP: http://www.iida-office.jp/

法人税関係

所得税・住民税関係

消費税関係

その他

国際課税

東京法人会連合会

　政府は、令和元年12月20日に令和2年度税制改正大綱を閣議決定しました。
　法人会が提言していた、交際費課税の特例措置及び少額減価償却資産の取得価額の損金
算入の特例措置の期限が2年延長され、軽減税率制度が導入された消費税の確定申告書の
提出期限についても、1ヶ月の延長などが実現しました。主な内容をお知らせします。

中小企業に対する交際費課税特例措置の2年延長と
消費税の確定申告書提出期限の1ヶ月延長が実現！

令和2年度 税制改正大綱
－法人会の税制改正提言－

 3

  令和 2 年度 税制改正大綱
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第7地区長 林 秀博

令和2年2月13日（木）　於：北とぴあ ドームホール
第1・2ブロック講演会

2019年ラグビーワールドカッ
プ日本開催での、ラグビー日本
代表チームの快進撃と、各国
代表チームによる素晴らしい戦
いに胸を熱くさせたことは皆様
の記憶に新しいところだと思い
ます。

第1ブロック、第2ブロック王
子地区研修会を、日本ラグビー
界を熱い心で牽引してきた吉
田義人氏を講師にお迎えして、

2月13日（木）に開催いたしました。
当日は王子法人会会員90名の参加のほかに、地元王子桜

中学校ラグビー部の生徒20名、保護者10名を合わせた総勢
120名での開催となりました。

吉田義人氏、秋田県男鹿市に生まれ、小学校3年生からラグ
ビーを始め、秋田工業高校、明治大学で主将として全国大会
に優勝し、日本代表としてワールドカップにも2度出場されており
ます。世界選抜チームにも3度選出され、オールブラックス戦で
のダイビングトライは伝説として語り継がれています。指導者とし
ても、横河電機、明治大学のラグビー部をリーグ戦等の優勝へ
導きました。

現在は一般社団法人日本スポーツ教育アカデミー理事長と
して、スポーツを通じた人財育成に手腕を振るっておられます。
吉田氏のお話は非常に熱い語り口で、私たちの胸の奥に直接
響いてくる、そんな講習でした。
「人こそが財（たから）である」
と語る吉田氏。ラグビーでも会社経営でも、人財育成は大変

に重要な課題であります。
「心を作り、体を鍛えて、はじめて技術を習得する権利を得る

ことができる」目前に必要なテクニックを教えることよりもその土
台となる心と体の育成こそが重要であり、その土台がなければ
上に技術を載せることは出来ない。本当に共感いたしました。

また明治大学ラグビー部監督就任時に、部員達に初めて
伝えたことは、「礼儀」「真摯」「矜持」「継承」「感動」の五つ
の単語だったそうです。吉田氏の著書のタイトルにもなっている

「 矜 持 」、自信や誇り
を持ち、堂 と々振る舞う
事。一社会人として常に

「矜持」を胸に仕事に
励み、社会に貢献する
ことが必要であると改
めて感じることが出来
た合同研修会でした。

講師の吉田義人様、
そして参 加された皆
様、本当にありがとうご
ざいました。

講師、吉田義人氏

スクリーンに映し出されたラグビー憲章

吉田氏を囲んで記念撮影

懇親会にて 大貫副会長より花束贈呈

伝説のラガーマンが語った
ラグビーから学ぶリーダーシップと
組織マネジメント



54

委員長 大石 隆太郎
2月19日王子法人会厚生事業第六回異業種交流会ボウリン

グ大会を王子のサンスクエアで開催いたしました。
今回は今までの会社紹介懇親会からみなさん一緒に遊びま

しょう ！ ということで、田村会長の始球式でスタート！ 各レーンご
との団体戦と個人戦を行い、ワイワイガヤガヤと楽しく開催する
ことができました。 

みなさん事前練習していたり、ネットで動画を見てイメージト
レーニングしたり真剣勝負（笑） 表彰式＋懇親会では、個人戦
団体戦の表彰の際に会社や商品のＰＲ、はたまた彼女募集中
の告知とか（笑） また、早速青年部会へのお誘いができたりと
大盛況のうちに終わる事が出来ました。

参加して頂いたみなさん、準備をして頂いた上野副委員長、
厚生委員会のメンバー、事務局のみなさん、ありがとうございま
した。 また遊びましょう！

個人優勝の岩下さん
大石委員長の挨拶斎藤担当副会長の挨拶

田村会長の始球式

徐々に白熱!

熱戦に次ぐ熱戦! 盛り上がりました。

手作り看板でお出迎え

厚生事業
推進委員会 令和2年2月19日（水）　於：王子のサンスクエア

みんなでいい汗、交流大成功!

異業種交流ボウリング大会

団体優勝チームの皆さん

お疲れ様の乾杯



ラフォーレ倶楽部
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王子税務署からのお知らせ
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 王子税務署からのお知らせ  



大法人の電子申告が義務化されました大法人の電子申告が義務化されました大法人の電子申告が義務化されました大法人の電子申告が義務化されました

雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成するものです。

以下のような経営環境の悪化については経済上の理由に当たり、それによって事業活動が縮小して休業等を行った場合は助成対象となります。

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ
雇用調整助成金の特例措置が拡大されました。
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ
雇用調整助成金の特例措置が拡大されました。

○特例の対象となる事業主…新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主を対象とします。

○新型コロナウイルス感染症の影響に伴う「経済上の理由」とは

特例措置の内容…休業等の初日が、令和2年1月24日から令和2年7月23日までの場合に適用します。
（1） 新規学卒採用者など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期
　　間が6か月未満の労働者についても助成対象とします。
（2） 過去に雇用調整助成金を受給したことがある事業主について、①前回
　　の支給対象期間の満了日から1年を経過していなくても助成対象とし、
　　②過去の受給日数にかかわらず、今回の特例の対象となった休業等の
　　支給限度日数までの受給を可能とします（支給限度日数から過去の受
　　給日数を差し引きません）。
（3） 令和2年1月24日以降の休業等計画届の事後提出が、令和2年5月
　　31日まで可能です。

（4） 生産指標の確認期間を3か月から1か月に短縮しています。（＊生産指
　　標の確認は提出があった月の前月と対前年同月比で確認します。）
（5） 事業所設置後1年未満の事業主についても助成対象としています。（＊
　　生産指標の確認は提出があった月の前月と令和元年12月と比べます。
　　そのため12月実績は必要となります。）
（6） 最近3か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象としていま
　　す。

● 取引先が新型コロナウイルス感染症の影響を受けて事業活動を縮小した結果、受注量が減ったために事業活動が縮小した場合
● 行政からの営業自粛要請を受け、自主的に休業を行い、事業活動が縮小した場合
● 市民活動が自粛されたことにより、客数が減った場合
● 風評被害により観光客の予約キャンセルが相次ぎ、これに伴い客数が減った場合
● 労働者が感染症を発症し、自主的に事業所を閉鎖したことにより、事業活動が縮小した場合

＊その他の支給要件…その他、雇用保険の適用事業所であること等の支給要件があります。

◆詳細については、東京労働局 ハローワーク助成金事務センター 電話03（5337）7418 にお問い合わせ願います。◆詳細については、東京労働局 ハローワーク助成金事務センター 電話03（5337）7418 にお問い合わせ願います。

経済上の理由例

制度の概要等については、東京都主税局ホームページをご覧ください。

 北都税事務所／ハローワークからのお知らせ 
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  本部 · 地区だより

第3地区研修会
令和2年2月9日（日）　於：鎌倉市

昨年の横浜市見学に引き続き、今年は鎌倉市への見学研修会を開
催致しました。観光客で賑わう鎌倉小町通りを散策しました。グルメ
スポットや工芸、お土産店等が活気に溢れ、歩いているだけでも楽し
い気分になりました。鶴岡八幡宮へも忘れずに参拝して参りました。

新型コロナウイルスの発生により中止の事業が多い中、味噌作り講習
会の開催も中止を検討しましたが、15名の参加者が分散するように工
夫して実施も、皆さんいつも通り楽しい集まりとなり、最後の仕込みま
で全員一緒に行いました。きっとおいしい味噌ができますね！

第6地区味噌作り講習会
令和2年2月28日（金）　於：王子本町一丁目会館

全員で集合写真
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壮大な風景をバックに記念撮影

全員で集合写真

第17地区　地区旅行で早春の伊豆大島へ
令和2年2月15日（土）～16日（日）　於：伊豆大島

まだ吐く息も白い早朝の竹芝桟橋から乗船、高速ジェット船で僅か2時間
で伊豆大島に上陸。ここは東京から一番近い大自然の宝庫。しばし都会の喧
騒を離れ、さあ、冒険の始まりです。観光は裏砂漠からスタートしました。
日本では唯一、一面の黒い砂で覆われた砂漠。幾度もの噴火で降り積もった
火山灰が、この壮大な風景を作り上げたとのことです。

次に訪れた三原山は言わずと知れた、大島の中心地にある標高758mの活火山で、溶岩
流や噴火口を間近に見ることができ、その迫力には驚くばかりでした。他に千波地層
切断面、筆島、総面積327haの都立大島公園を散策、ノスタルジックな波浮の町並み、
みなとや、アトラクションが充実の火山博物館、15万㎡の自然林を誇る椿花ガーデン
を巡りました。大島の伊豆大島一周道路は全長46.6km、車なら1時間で一周できてし
まいますが、時間をかけても見切れないほどの見どころがたくさんありました。海あり、
山あり、温泉にグルメに大自然。参加者8名、充実した2日間を過ごすことができました。



新型コロナウイルスが騒がれる中皆様いかがお過ごしでしょうか？
この記事が読まれる頃にはオリンピックの開催に関することや渡航制限など様々なこ

とが目まぐるしく決定・変更を繰り返しているのではないでしょうか。
まさに全世界規模の問題です。各国では暴動が起きたり、医療制度が崩壊している中、

我々日本は【正念場】を迎えております。今回の件で影響を受け、事業的に窮地に立たさ
れたり、感染の不安に悩まされる方も多いかと思いますが、こんな時だからこそ皆で手
と手を取り合い、心を合わせてこの難局を乗り越えましょう! １人１人が最善を考え、前
に進みましょう! そうすることで日本はきっと上手くいくはずです。

新型コロナウイルスの一日も早い収束と皆様のご健康を心よりお祈り申し上げます。
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岩下　剛士　広報委員

王子法人会ホームページアドレス https://www.oji-hojinkai.or.jp/

テーマは自由です。
採用された方にはもれなくクオカードを贈呈。

右記のQRコードより
アクセスして
キツネ通信を
お読みいただけます。

Androidの場合はAndroidマーケットから
PDF読取り用アプリをダウンロードして下さい。

（Adobe Reader 等）

スマホでキツネ通信

https://www.oji-hojinkai.or.jp/kitakitsune/

読者投稿大歓迎

5月 6月
 2（火） 女性部会第9回定時総会

 2（火） 生活習慣病検診

 3（水） 生活習慣病検診

10（水） 生活習慣病検診

18（木） 生活習慣病検診

19 （金） 第9回通常総会

23（火） 実務講座（法人税編）

24（水） 実務講座（消費税編）

25（木） 実務講座（源泉税・地方税）

26（金） 決算法人説明会

11（月） 執行役員会

12（火） 決算法人説明会

12（火） 青年部会常任幹事会

13（水） 新設法人説明会

14（木） 決算理事会

25 （月） 総務委員会

26（火） 青年部会総会

地区総会について
　日ごろより当会の運営にご協力を賜り厚くお礼申し上げます。　新型コロナウイルスへの対応の為、地区総会の順延を本部方針とさせて頂きましたので、
状況に見通しが立った後、改めて地区総会を開催頂きます様、お願い致します。現況下、ご理解頂きます様、宜しくお願い申し上げます。

　第9回通常総会

生活習慣病健診
自分自身の定期点検してますか？

　　　日時／令和2年6月2日（火）・3日（水）
      10日（水）・18日（木）

実務講座
納税知識・情報の収集とスキルアップ

　　 日時／令和2年6月23日（火）（法人税編）
　   24日（水）（消費税編）
　   25日（木）（源泉税・地方税編）

日時／令和2年  6月19日（金） 16時00分～






